
Ⅰ．問題と目的

武藤（2003，2004）において，「注意」とい

う概念を行動分析的に再検討し，ADHDの支援

方法に関する方向性を探究した。その際，刺激

性制御トポグラフィー（ stimulus control

topography; 以下，SCTとする），行動的モメン

タム（behavioral momentum; 以下，行威とす

る）の２つの新しい概念枠が援用された。その

結果，見本合わせ課題における「不注意（注意

欠陥）」は，1）異なる刺激性制御のトポグラフ

ィーをもつ複数のオペラントが並立して生起

し，それぞれの生起頻度に差があるという事態

であり，2）その生起頻度の差に対する修正難

易度は，当該のオペラントに対するそれまでの

強化呈示率に比例する，と捉えられるようにな

った。このように捉え方によって「不注意（注

意欠陥）」に対する支援方法は，他者からの注

意喚起の教示（例えば「○○さん，これ見て！

これ！」）といった先行操作から，強化呈示と

いう結果操作へと転換することを迫られること

となった。つまり，この視点変換は，注意喚起

による当該刺激の注意反応を「負の強化（negative
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reinforcement）」あるいは「逃避（escape）」の

随伴性で生起・維持させるという支援方法から

の根本的な脱却を示唆するものである。

以上のように，ADHDにおける「注意」に対

する概念の再吟味，さらには支援方法への転換

については検討してきた。しかし，「多動性

（衝動性を含む）」については未検討のままであ

る。そこで，本稿では，「多動性」という概念

を行動分析的に再検討し，ADHDの支援方法に

対する方向性を探究することを目的とする。

Ⅱ．DSMにおける「多動性」

DSM-Ⅳ-TR（American Psychiatry Association,

2000）では，Table 1のように，「多動性」は

「衝動性」を含み９項目である。その特徴とし

て，1）全項目において当該の行動指標に関す

る程度を表す用語として「しばしば」という形

容詞が使用されている，2）行動指標が観察さ

れるべき状況が明記されている項目は２項目の

みである（（b）と（g）），3）行動指標の定義

に比喩や例示が含まれているものが２項目含ま

れている（（e）と（i）），4）各項目の行動指標

間に内容的な重複が含まれる（例えば，（d）と

（e）と（i）など）が挙げられる。このような

特徴は，武藤（2003）において「不注意」に関

する行動指標の定義を検討したときと同様に，

科学的な操作的定義の属性として要求とされる

水準に達していない。つまり，観察・評価者と

当該の被観察者の関係性によって，観察・評価

者による恣意的な，あるいは意図的な運用がな

される危険性がある。換言すれば，当該の個人

を「問題児（者）」として見なしている状況に

おいては，このような診断基準は容易に障害の

レッテルを付与する権威的な装置として機能す

る危険性すら存在する。

Ⅲ．行動変動性とは何か

行動分析学において「多動性」と関連する研

究分野として「行動変動性（behavioral variability）」

が挙げられる（Neuringer, 2002）。山岸（2003）

によれば，行動変動性とは個体内の行動のばら

つきのことであり，その研究を大別すると「行

動変動性の付随的な変化に関する研究」と「オ

ペラント変動性に関する研究」という２つの研

究領域に分類され得る。前者はオペラント条件

づけの進行に伴って生起する行動変動性の付随
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Table 1.  DSM-Ⅵ-TRにおける注意欠陥／多動性障害の診断基準＜多動性－衝動性＞
（American Psychiatric Association, 2000）

＜多動性＞

(a) しばしば手足をそわそわと動かし，またはいすの上でもじもじする．

(b) しばしば教室や，その他，座っていることを要求される状況で席を離れる．

(c) しばしば，不適切な状況で，余計に走り回ったり高い所へ上がったりする

（青年または成人では落ち着かない感じの自覚のみに限られるかもしれない）．

(d) しばしば静かに遊んだり余暇活動につくことができない．

(e) しばしば“じっとしていない”，またはまるで“エンジンで動かされているように”行動する．

(f) しばしばしゃべりすぎる．

＜衝動性＞

(g) しばしば質問が終わる前に出し抜けに答え始めてしまう．

(h) しばしば順番を待つことが困難である．

(i) しばしば他人を妨害し，邪魔する（例：会話やゲームに干渉する）．



的変化を研究するものである。後者は，分化強

化手続きによる行動変動性それ自体の増減を研

究するものである。本稿では，ADHDの支援方

法を探究するという目的のため，後者の研究領

域に焦点化することとする。そのため，これ以

降は，２つの研究領域を包括的に記述する場合

には「行動変動性」という用語を，後者の研究

領域に焦点化して記述する場合には「オペラン

ト変動性」という用語を使用することとする。

１．オペラント変動性の研究パラダイム

通常，オペラント，あるいはオペラント反応

という場合，その測度は「反応頻度」あるいは

「反応率（単位時間あたりの反応頻度）」である

と考えられている。しかし，実際には，当該の

反応に対する観察次元は複数存在する。例えば，

反応持続時間（duration），形態（topography），

力量（force）などがその他の代表的な次元で

ある。また，武藤（2004）で焦点化したモメン

タム（変化への抵抗）も次元に関するバリエー

ションであると言える。つまり，オペラントと

は，複数の次元が組み合わさったものであると見

なし，環境変化に対する「関数関係（functional

relation）」を分析するための行動単位のことで

ある。さらに，各次元と環境変化との関数関係

を利用して，当該の次元について増減・強弱が

操作的に可能となるのである。

オペラント変動性という場合，異なる形態を

持った反応の種類数と，それら複数ある反応の

生起パターンが問題となる。具体的な変動性の

次元については，先行研究では統一的ではない

ものの，「等確率性」と「無規則性」の２つに

集約される（山岸，2003）。等確率性とは全て

の事象が均等に生起するという性質であり，無

規則性とは事象の生起順序に規則がないという

性質である（脇本，1970）。しかし，その2つ

の次元に対する具体的な測度は多様であり，山

岸（2003）の表５（pp. 54-55）を参照されたい。

また，その測度のうち，この研究領域でのみ頻

繁に使用される等確率性あるいは無規則性に関

する測度はU値と呼ばれるものである。U値とは，

U = –∑ [(p)i* log2 (pi)]/ log2 (N)

という数式によって算出された値のことであ

る（U値をU，特定反応 iの相対頻度をpi，組み

合わせ上可能な系列の総数をNで表している）。

piがNと等しい，つまり系列の組み合わせの全

てが生起した（反応のばらつきが最大）場合に

はU＝1.0となり最大値を示す。一方，pi=1，

つまり系列が１種類しか生起しなかった（反応

のばらつきが最小）場合にはU=0.0となり最小

値を示す（Hunziker, Saldara, and Neuringer,

1996）。

実験課題における標的行動については，左右

に配置した２つのオペランダム（例えばレバー，

キー，ボタン）に対する系列反応である場合が

多い。例えば，４つの系列反応が標的行動であ

る場合，「右→左→左→右（以下，RLLRと表記）」

という順で左右のボタンを押すという一連の行

動が観察・評価される。

標的行動の変動性を増大させる独立変数とし

ては，パーセンタイル（percentile）スケジュ

ールとラグ（lag）スケジュールが使用される

場合が多い。パーセンタイル・スケジュールと

は，個体が生起した最近の行動を基に強化基準

を継続的に再計算して，特定の強化基準に達し

た場合にのみ強化を随伴させるという手続きの

ことである。つまり，オペラント変動性の研究

においては，変動性を増大させるために，変動

性の高さが最近の変動性の中で特定の順位以上

だった場合にのみ強化が随伴されるということ

になる。また，ラグ・スケジュールとは，直前

のN試行で生起させた反応とは異なる反応が生

起した場合にのみ強化を随伴させる手続きのこ

とである。例えば標的行動が上記のような系列
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反応で，かつラグ・スケジュールが「lag 5」と

表記されている場合には，直前の５試行で生起

させていた反応（例えば，L L L R，R L L L，

RLRL，LRLR，LLRR）とは異なる反応（例え

ば，RRLL）が生起した場合に強化を随伴させ

るという手続きを表す。ただし，Nの値が小さ

い場合には系列反応に周期性が生じることがあ

り，変動性の次元である無規則性が損なわれて

しまう場合がある（山岸，1998）。

２．ADHDに関するオペラント変動性研究

１）動物を被験体としたアナログ研究

アナログ研究とは，実際の問題を抱えている

個人を対象者とするのではなく，その問題に対

してのアナログ（機能的類似）状態である個

人・個体，あるいはアナログ状態を人為的に生

じさせた健康状態の個人・個体を対象として行

う研究のことである（丹野，2001）。

ADHDに対しては，本態性高血圧ラット

（spontaneously hypertensive rat；以下，SHR

と表記する）がそのアナログ・モデルと採用さ

れている（Sagvolden, 2000, 2001）。SHRとは，

７～15週齢で100％の個体が高血圧を自然発生

する系統のラットのことであり，Wistar-Kyoto

系ラット（以下，WKYと表記する）に対して毎

世代高血圧を指標として選抜・交配を繰り返す

ことによって確立された（森，2001）。Sagvolden

(2000)によれば，多動系統のWKY（WK/HA），

高血圧系統のWKY (WK/HT)，純系のWKYと

比較すると，SHRはADHDの症状である注意

欠陥，多動，衝動性などの特徴を有しており表

面的妥当性を満たしているとしている。また，

脳内のドーパミン機能低下，それに連関する強

化子の効果変容によって，様々なADHDとさ

れる状態が説明可能であることから，構成概念

妥当性も満たしているとしている。

では以下に，SHRをADHDのアナログ・モ

デルとして採用している研究の中で，オペラン

ト多動性を検討している研究を概観することと

したい。

Mook, Jeffrey, and Neuringer (1993)の実験

１から実験４：　この一連の研究は，SHRの学

習能力が一般的に低いという知見を検証した。

実験1では，中央のスタート・スペースから12

の走路が放射線状に伸びた迷路が使用された。

対照群としてWKYが使用された。まず，被験

体は走路に対してランダムな方向を向けられス

タート・ポイントに置かれた。強化子は各走路

に１つだけ設定された（つまり強化子が補充さ

れない）。被験体は12の走路を少なくとも１回

訪れるまで迷路の中に入れられたままであっ

た。ただし，10分間経過した場合はその時点

で終了とした。測定指標は変動率と反応速度が

採用された。変動率とは，（強化子を獲得した

走路数／走路に入った総数）×100で算出され

た。例えば，被験体が４つの走路には１度だけ

入り，他の６つの走路には２度入り，残る２つ

の走路には全く入らなかった場合，変動率は

［（4＋6）／（4＋6×2）×100］という計算式と

なり62.5％と算出される。反応速度は走路選択

間の時間間隔の平均であった。その結果，SHR

はWKYより変動率が有意に高かった。また，

SHR，WKYともにセッションが進行するにつ

れて，変動率は有意に上昇する傾向となった。

反応速度については，WKYはセッション開始

時において反応が緩慢で，しばしばスタート・

ポイントで留まったままであったが，セッショ

ンが進行するにつれて，SHRより走路を選択す

る速度が速くなっていった。

実験２では，前節で紹介した２つの左右レバ

ーの系列反応課題が使用され，①SHRはWKY

より反応の変動性が高いのか，②変動性を高め

るような強化随伴性に対して，両群に感受性の

相違が見られるかということについて検討され

た。実験デザインはABAデザインが用いられ

た。A条件は lag 4スケジュールで系列反応が強
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化される条件，B条件はヨーク（yoke）条件で

あった。ヨークとは「一緒にする」という意味

であるが，この条件ではA条件と強化呈示率は

同一にし，変動を高めることと無関係な随伴性

を設定するという手続きである。測定指標は変

動率と反応速度であった。この変動率は，（前

4試行とは異なる系列反応数／全系列反応数×

100）で算出された。反応速度は実験１と同様

であった。その結果，全条件における変動性に

ついてSHRはWKYより有意に高かった。また，

両群ともにA条件はB条件と比較して変動性が

有意に高かった。条件毎の結果については，最

初のA条件では変動性について両群に有意な差

は見られなかった。B条件と2回目のA条件で

は SHRがWKYより変動率が有意に高かった。

また，B条件での変動率の低下についてWKY

が SHRより有意に大きかった。つまり，変動

性の高めるような随伴性に関する感受性は

WKYの方が高かったという結果であった。反

応速度については実験１と同様の結果であった。

実験３は以下の仮説を検証する目的で実施さ

れた。その仮説とは，SHRはもともと行動の変

動性が高い特性があるため，行動の変動が強化

される場合にパフォーマンスの成績が向上し，

一方WKYは特定の反応が強化されるというこ

とが繰り返されてパフォーマンスの成績が向上

する，というものである。実験課題は実験１で

使用されたものと同一の迷路であった。手続き

は12の走路のうち近接する４つの走路にのみ

強化子を配置するということを除いて実験１と

同一であった。また，その強化子が配置される

４つの走路は実験を通して固定されたままであ

った。測定指標は正選択率と変動率であった。

正選択率は，（強化子の配置されている走路の

選択数／走路に入った総数×100）で算出され

た。この場合，強化子は同一試行中に補充され

ることはないので，「強化子が配置されている

走路の選択数」には強化子を既に獲得してしま

ったため，走路には入ったものの強化されない

という場合も含まれる。つまり，正選択率が高

いという状態は，強化子が配置されている走路

を特定的に選択しているということを示す。ま

た，変動率は，（強化子を獲得した走路数／強

化子の配置されている走路の選択数×100）で

算出された。つまり，変動率が高いという状態

は，強化子が配置されている走路で強化子を獲

得した後は再びその走路に入る確率が低いとい

うことを示す。その結果，正選択率については

WKYがSHRより有意に高かく，SHR，WKYと

もに，セッションが進むにつれて有意に上昇し

ていった。一方，変動率については，SHRが

WKYより有意に高かった。つまり，これらの

結果は実験３の仮説を支持するものであった。

実験４は，実験３と同一の目的で実施された。

ただし，研究で使用された課題は迷路課題では

なく系列反応課題であった。手続きは以下の点

を除いて実験２と同一であった。その実験２と

異なる点は，①強化される系列反応は，RRRR，

RRRL，RRLR，RRLLの４つのみ，② lag 1スケ

ジュールが使用されている，という点であった。

測定指標は正選択率と変動率であった。正選択

率は，（正系列反応の生起数／総反応数×100）

で算出された。また，変動率は，（強化子が反

応に随伴した試行数／正系列反応の生起数×

100）で算出された。その結果，実験３と同様

に，正選択率についてはWKYがSHRより有意

に高く，正選択率は，SHR，WKYともに，セ

ッションが進むにつれて有意に上昇していっ

た。一方，変動率については，セッション開始

から4セッションまでSHRはWKYより変動率

は高く，セッション終了前の６セッションは

WKYが SHRより変動率が高かった。しかし，

セッション全体ではSHRとWKYに統計的に有

意な差は見られなかった。また，SHRはセッシ

ョンが進むにつれて変動率を有意に低下させ，

WKYはセッションが進むにつれて変動率を有
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意に上昇させていった。つまり，これらの結果

は，実験３とは異なり，当該の仮説を全面的に

支持するものではなかった。

Mook and Neuringer (1994)の実験１と実験

２：　この研究は，Mook et al. (1993)と類似の

実験条件で，d - A m p h e t a m i n e（薬品名は

Dexedrine）の投与によるSHRとWKYのパフ

ォーマンスに及ぼす効果の違いを比較検討し

た。実験１では，左右レバーの系列反応課題が

使用され，lag 4スケジュールが採用された。

ラットは４群に分けられた。その４群とは，d-

Amphetamineを投与された SHR群（以下，

SHR-AMPHと表記），d-Amphetamineを投与さ

れたWKY群（以下，WKY-AMPHと表記），食

塩水を投与されたSHR群（以下，SHR-SALと

表記），食塩水を投与されたWKY群（以下，

WKY-SALと表記）であった。測定指標は変動

率であった。変動率は，（強化子が反応に随伴

した試行数／総試行数×100）で算出された。

その結果，SHRはWKYより変動率が有意に高

く，d-Amphetamine投与は食塩水投与より変動

率を有意に高め，セッションが進行するにつれ

有意に変動率が増加していった。さらに，

SHR-SALはWKY-SALより有意に変動率が高か

った。しかしながら，SHR-AMPHはWKY-SAL

より変動率が有意に高かった。つまり，d -

Amphetamine投与によってSHRの変動性を d-

Amphetamine投与を投与していないWKYと同

程度に低下させることはできなかった。

実験２は，Mook et al. (1993)の実験４と以下

の２点を除いて同一の実験条件で実施された。

この実験が持つ異なる条件とは，①４群の群間

デザインである点，②強化される系列反応が

12セッション終了後に変更された点である。

その系列反応の変更は，RRRR，RRRL，RRLR，

RRLLの系列から，LLLL，LLLR，LLRL，LLRR

の系列への変更である（系列変更前は実験2a，

変更後は実験2bと区分された）。測定指標は

Mook et al. (1993)の実験４と同一で，正選択率

と変動率であった。正選択率の結果は，実験2a，

実験2b共に，WKYはSHRより有意に高く，d-

Amphetamine投与は食塩水より有意に高め，

セッションが進行するにつれ有意に増加してい

った。さらに，WKY-SALはSHR-SALより有意

に高かった。一方，SHR-AMPHはWKY-SALと

は統計的な差は認められなかった。

変動率の結果においては，実験2a，実験2b

共に，SHRはWKYより有意に高かったものの，

d-Amphetamine投与の影響やセッションの進行

に関する全体的な傾向は認められなかった。た

だし，最初の数セッションにおいて SHRは

WKYより有意に変動率が高かった。また，セ

ッションが進むにつれてSHR-SALはWKY-SAL

より変動率が高くなっていったが，S H R -

AMPHはWKY-SALと統計的差は認められなか

った。

以上の実験１，実験2a，実験2bの結果から，

① d-Amphetamine投与のない状態では，SHR

はWKYより反応変動率が高いということが明

確になった。この結果についてはMook et al.

(1993)と同様の結果であった。しかし，② d-

Amphetamine投与による変動性への影響は，

各実験結果にばらつきがあり明確にはならなか

った。

Hunziker, Saldana, and Neuringer (1996)

の実験：　この研究は，ADHDの出現率が貧困

地域と都市中心地域において高いという先行研

究の知見などから，貧しい環境がADHDに影

響を与えているかもしれないと考え，変動性に

及ぼす養育環境の影響を実験的に検討した。被

験体は離乳後21日である SHRとWKYの各10

体であった。さらにそれぞれが２グループに分

けられ，豊かな環境で養育されたSHR，豊かな

環境で養育されたWKY，貧しい環境で養育さ

れたSHR，貧しい環境で養育されたWKYの４

群に分けられた。この実験における貧しい養育
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環境とは，床が編み目のステンレス製のスチー

ル・ケージ（20cm×24cm×18cm）に１体ず

つ入れられ，遊具などは一切なく，ケアと実験

に必要なときのみ実験者などによってグローブ

着用で取り扱われるという状況で月齢３ヵ月と

なるまで飼育されるというものである。一方，

豊かな養育環境とは，おが屑と遊具のあるグル

ープ・ケージ（86cm×30cm×35cm）に５体

一緒に入れられ，少なくとも週４日15分間，

実験者などによる接触があり，木製のプレイ・

ボックスに週数回入れられるという状況で月齢

３ヵ月となるまで飼育されるというものであ

る。課題は左右レバーの系列反応課題が使用さ

れ，標的反応は４つの系列反応であった。

実験は，パート１とパート２に分けられた。

測定指標はU値であった。パート１の手続きは

FR 4の強化スケジュール（変動性とは独立に

４試行毎に強化が随伴するスケジュール）を７

セッションの後，lag 4の強化スケジュールを

７セッション，全群に対して実施した。パート

２の手続きは，順に，FR4の強化スケジュール

を15セッション，lag 4の強化スケジュールを

11セッション，ヨーク強化スケジュール（Mook

et al. (1993)の実験２を参照）を15セッション，

全群に対して実施した。その結果，両パートで，

養育環境による変動性の影響は有意な差は見ら

れなかった。変動性に及ぼす被験体の血統，強

化随伴性の統計的に有意な主効果が見られ，さ

らに被験体の血統と強化随伴性には統計的に有

意な交互作用が見られた。また，ラグ・スケジ

ュール条件では，SHRとWKY共に変動性が増

大するが両系統に有意な差は見られなかった。

FR4スケジュール条件とヨーク・スケジュール

条件では，SHRがWKYより有意に変動性が高

かった。

２）実際のADHDを被験者とした研究

Saldana and Neuringer (1998)の実験１：

この研究は，以下の３つの事項を検討するため

に２つの実験を実施した。その３つの検討事項

とは，①ADHD児群の変動性は強化が随伴し

ない場合でも対照群より高いのか，②変動性は

高い変動性のレベルに強化が随伴することによ

って増大するのか，③変動に対して強化随伴さ

せた場合にADHD群と対照群との間に変動性

の違いはあるのか，という点であった。被験者

は，攻撃的で不適切な性行動の高いレベルを有

するため処遇施設居住している平均8.04才の児

童25名と，通常の私立小学校に所属している

平均8.6才の児童10名であった。前者の25名の

うち，12名がADHDと診断され，その12名を

ADHD群とし，残りの13名は施設入居対照群

とした。通常小学校所属の10名は施設非入居

対照群とした。実験課題は，形態としては左右

系列反応課題ではあるが，強化スケジュールが

特異な設定となるマルコフ予測課題（Markov

prediction task）と呼ばれるものである。実験

は３つのフェイズに分かれ，系列反応の変動性

と独立に強化随伴される IND条件，系列反応

の高い変動性に対して強化随伴されるVARY条

件，再度 IND条件の順で実施された。VARY条

件では，ラグ・スケジュールの問題である「周

期性」の形成を防止するような強化手続きが設

定されている。その手続きでは，コンピュータ

がそれまで被験者の反応パターンを記憶・分析

し，被験者の次の反応を予測し，その予測と反

した場合のみ被験者は強化されるという手続き

である。主たる測定指標は，予測できなかった

反応のパーセンテージであり，（コンピュータ

による予測不能であった反応数／全有効反応

数×100）で算出された。

その結果，全条件において各群のパフォーマ

ンスに有意な差は見られなかった。また，全群

ともに最初の IND条件よりVARY条件において

変動性が有意に高く，VARY条件と２回目の

IND条件との間に変動性に有意な違いは見られ
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なかった。

Ⅳ．ADHDに対する支援への示唆

ここでは，ADHDに対する支援を考える上で，

1）オペラント変動性の概念導入から得られる

示唆，2）オペラント変動性に関連した具体的

な支援手続きに関する可能性について検討する。

１．オペラント変動性の概念導入から得られる

示唆

先行研究において「オペラント変動性」は

「多動性」の関連で語られている。先述したよ

うに，オペラント変動性とは，異なる形態を持

った複数の反応数を増減させ，それらの反応に

ついて等確率かつ無規則に生起させることが人

為的に制御可能であるという状態を指す。しか

し，DSM-Ⅳにある「多動性」に含まれる状態

は，オペラント変動性が指し示す内容以外のも

のも含まれる可能性も考えられる。例えば，

Table 1の（e）が指し示す内容は，２つの反応

を交互に繰り返しているが，単位時間あたりに

生起する反応数が非常に多いという状態も含む

場合も考えられる。この場合は，オペラント変

動性が問題となっているのではなく，単位時間

あたりの反応生起数があまりに多いことが問題

になっていると言えよう。また，（b）が指し示

す内容は，当該生徒の反応間の時間間隔が狭い

という状態も，机上での課題遂行反応が強化随

伴されないという状態も含まれるかもしれな

い。逆に，衝動性に分類される（g）は，オペ

ラント変動性が適切な弁別刺激下に統制されて

いない状態を指し示しているかもしれない。つ

まり，オペラント変動性の概念導入から得られ

る重要な示唆とは，DSM-Ⅳにおける「多動性」

「衝動性」を，①問題とされている状態をより

複数の行動次元で分析する必要性があること，

②それら行動次元に対する強化随伴の状態や弁

別刺激による統制状態も分析していく必要性が

あることの２点であると考えられる。特に，①

については，DSM-Ⅳにおける「多動性」に含

まれる行動次元として，オペラント変動性の他

に，単位時間あたりの反応頻度，反応間の時間

間隔，反応潜時（例えば（h）），反応強度（例

えば（d）の「静かに」）が焦点化されるべきで

あると考えられる。SHRを使用したADHDの

動物アナログ・モデル研究（例えば，Wultz

and Sagvolden （1992）の実験１）において，

被験体の反応間の時間間隔を増大させることに

既に成功している。また，②については，各行

動次元が人為的に制御可能か否かという問題で

あり，武藤（2003，2004）で繰り返し述べてい

るように，「多動性」「衝動性」を対象児の「特

性」に還元してしまうことを回避できる。

２．オペラント変動性に関連した具体的な支援

手続きに関する可能性

現在，ADHDに関するオペラント変動性研究

は発展途上にある研究領域であり，かつアナロ

グ研究における実験場面と日常場面との質的な

差異が存在する可能性も考えられる。そのため，

具体的な支援手続きに関する可能性も検討する

には，やや情報不足の状態と言わざるを得ない。

しかしながら，Ⅲ-2におけるADHDに関するオ

ペラント変動性研究からの知見は，少なくとも

以下のように要約できよう。その知見とは，①

反応の変動性は特定の強化スケジュールによっ

て制御可能である，②ADHDのアナログ・モ

デルとなっている SHRでは反応の変動性がオ

ペラント・レベルにおいて有意に高いが，実際

のADHD児ではそのような有意な差は確認さ

れていない，③d-Amphetamine投与による反応

の変動性についての抑制の効果は明確に証明さ

れていない，④養育環境による反応の変動性へ

の影響は認められなかった，ということになろ

う。さらに，これらの知見を踏まえて，より具
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体的な支援手続きの方向性を検討していくこと

とする。

１）強化の機能やスケジュールを検討する：

オペラント変動性に関する研究が提供する重要

な手続き的示唆とは，強化スケジュールをアレ

ンジすることによって ,反応のばらつきを増

大・減少させ得るということである。そこで，

実行すべきことは，ADHDとされる児童・生徒

のいる生活環境が，行動の変動性を助長するよ

うな強化随伴性になっていないかをアセスメン

トすることである。その場合には，実験室研究

ではあまり注目されない，オペランダムや強化

機能の種類や数を評価する必要がある。また，

場面や時間帯も考慮に入れるべきである。つま

り，そのようなアセスメントには，機能分析を

含み込んだ生態学的視座（Browder, 2001）が

必要とされるということである。例えば，この

ような分析によって「離席が頻発し，教室内を

うろうろする」という状態は，単に着席時の適

応的な反応への強化随伴がない，あるいは少な

いということによるものなのか，離席によって

可能となる反応が着席時の反応より強化価が高

いということによるものなのか，それとも行動

のばらつきが強められるような強化スケジュー

ルとなっているということによるものなのか，

ということが把握できる。そして，その情報を

元に，強化の配置やスケジュールを再構成すれ

ばよいということになる。

２）薬物投与と学習促進との機能的な関係を

分析する：　Mook and Neuringer (1994)にお

いて，d-Amphetamine投与による反応の変動性

についての抑制の効果が検討されていた。この

ように，特定の薬物投与による当該反応への機

能的な関係は実験場面以外でも検討される必要

があると考えられる（岩本・和田，1985）。日

常場面では，薬物投与によって，多動性や衝動

性が抑制されるだけでなく，学習機会が確保さ

れ，学習効率が促進されねばならない。特に，

ADHDは，脳内のドーパミン機能不全に伴って

即時強化しか機能しないという「強化欠陥障害

（a reinforcement deficit disorder）」と捉えるこ

とが可能であり，その強化機能不全を特定の薬

物投与によって改善可能であるとされている

（Sagvolden, 1996）。もし，その仮説が妥当なも

のであるとすれば，特定の薬物が当該の強化機

能を変容させる確立操作（Michael, 1993; 武

藤・多田, 2001）として機能するはずであり，

その状況下で学習が促進されるか否かについて

検討がなされるべきである。ややもすると，実

際の教育現場では，単に教室内で手に負えない

児童・生徒を鎮静・安定させるために投薬を考

えてしまう場合がある。しかし，投薬と学習活

動の促進との機能的な関係を見極めないと，そ

の投薬のフェイドアウトの時期やその方法，さ

らに投薬と同機能な教育的な手続きの同定・開

発していくことにつながっていかない。

Ⅴ．まとめ

本稿と武藤（2003，2004）とを併せた３論文

は，ADHDに関係する「不注意（注意欠陥）」

「多動性」「衝動性」といった概念を，近年の理

論的行動分析学や実験的行動分析学から提出さ

れた諸概念（刺激制御トポグラフィー，行動的

モメンタム（行威），オペラント変動性）やそ

れに関する基礎実験の知見を援用して，新たな

ADHDへの支援方法に関する方向性を検討して

きた。特に，今回取り上げた，刺激制御トポグ

ラフィー，行動的モメンタム（行威），オペラ

ント変動性という概念はともに，反応と反応と

の関係を従来とは異なる行動次元で捉えるとい

う共通項を持ち，従来焦点化されることの少な

かった強化率や強化スケジュールに関係すると

いう共通項も持っていた。このことは，行動分

析学が単なるミクロな行動形成技法ではなく

（望月，1988），より複数の行動間の関係を強化
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という分類方法によりマクロに分析・アレンジ

していくことが可能であることを示している。

さらに，そのようなよりマクロな捉え方は，

ADHDと診断された児童・生徒に対して，その

認知的能力の欠陥や情緒的な不安定などの個人

内の問題として処理せず，問題解決を先送りに

されることを未然に防ぐことになるのである。

今後は，少なくとも今回取り上げた３つの研究

領域において実験的・臨床的な検討が継続さ

れ，より具体的な支援方法が創出されていかな

ければならない。
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